京丹波町企業立地促進条例

平成25年３月28日公布
条例第３号

（目的）
第１条　この条例は、本町における企業の立地を促進するために、必要な奨励措置等を行い、もって地域経済の活性化及び雇用機会の創出を図ることを目的とする。

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）事業所等　営利を目的として一定の規模を有し、地域経済の活性化及び雇用機会の創出に資することが見込まれる事業を行う場所をいう。
（２）立地　事業所等を町内に新設（新たに事業所等を設置又は町内の既存事業所以外の場所に新たに事業所等を設置すること。）、増設（事業所等に新たに固定資産を設置すること。）又は建替（既存の事業所等を除去し、同一敷地内に新たに事業所等を設置すること。）し、操業を開始することをいう。ただし、土地のみの取得はこれに該当しない。

（３）固定資産　事業所等を構成する土地、建物及び償却資産（固定資産税の課税客体となるもの）をいう。
（４）常用雇用者　労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１０７条の規定により労働者名簿の調製を要する雇用者（同法第２１条各号に規定する者を除く。）をいう。

（対象事業所等）
第３条　この条例による奨励措置の対象となる事業所等（以下「奨励事業所等」という。）は、公害の発生するおそれのないもの又は公害発生の未然防止に必要な措置が確実に講じられるもので、次の各号のいずれにも該当するもののうち町長が適当と認めたものをいう。
（１）立地する事業所等の操業開始の日（以下「操業日」という。）までに取得した投下固定資産の取得価格の合計額が3,000万円以上であること。
（２）事業所等に雇用される常用雇用者数が新設にあっては５人以上、増設及び建替にあっては３人以上増加であること。

（３）常用雇用者のうち、本町に住所を有し、かつ新規に雇用される者（以下「新規町内常用雇用者」という。）が１人以上であること。

（指定の申請等）
第４条　前条の規定により奨励事業所等の指定を受けようとする者は、規則の定めるところにより、指定申請書を町長に提出しなければならない。
２　町長は、前項の指定について必要があると認めるときは、条件を付すことができる。

（奨励措置）
第５条　町長は、奨励事業所等に対し、予算の範囲内で次に掲げる奨励金を交付することができる。
（１）企業立地奨励金
（２）雇用促進奨励金

（企業立地奨励金の額等）
第６条　企業立地奨励金の額は、年額とし、その額は交付する年度における当該奨励事業所等の立地に係る固定資産税額に相当する額で町長が認定した額とする。ただし、過疎地域における京丹波町税条例の特例に関する条例（平成17年条例第52号）の適用を受けるものについては、適用しない。

２　企業立地奨励金は、当該奨励事業所等の操業日以後に、当該指定事業所等に係る固定資産税が最初に課税される年度から起算して３年間を限度として交付す

る。

（雇用促進奨励金の額等）
第７条　雇用促進奨励金の額は、当該奨励事業所等の操業開始に伴い１年以上引き続いて雇用する新規町内常用雇用者１人につき15万円を乗じて得た額で、その総額は、１奨励事業所等につき300万円を限度として、操業日の属する年度の翌年度に１回限り交付する。

（奨励金の交付）

第８条　奨励金の交付及び時期等に関して必要な事項は、別に規則で定める。

２　奨励金の交付申請時において、申請者が町税を完納していないときは、当該申請に係る奨励金は交付しない。

（変更の届出）
第９条　奨励事業所等が次の各号の一に該当するときは、その旨を町長に届け出なければならない。
（１）第４条に規定する申請書の記載事項に変更があったとき。
（２）事業を休止し、又は廃止したとき。
（指定の承継）
第10条　町長は、譲渡、相続その他の理由により奨励事業所等の指定を受けた者に変更が生じたときは、その事業を承継する者に対して引き続いて当該奨励金を交付することができる。

２　前項の承継者は、当該承継の事実を町長に届け出なければならない。
（指定の取消等）
第11条　町長は、奨励事業所等の指定を受けた者が、次の各号の一に該当するときは、奨励事業所等の指定を取消し、奨励金の交付を停止し、既に交付した奨励金の全部又は一部を返納させることができる。
（１）奨励事業所等を当該事業以外の用途に供したとき。
（２）事業を休止又は廃止したとき、若しくはこれと同様の状態に至ったとき。
（３）第３条の規定に該当しなくなったとき。
（４）町税の納付を怠ったとき。
（５）虚偽の申請その他不正行為により、奨励事業所等の指定を受けたとき。
（６）この条例又は規則に違反したとき。
（奨励事業所等の復活）
第12条　前条第１号から第４号までの理由により奨励事業所等の取消し又は停止を受けた者が、その日から起算して30日以内にその理由を排除したときは、町長は当該処分を取消し、奨励措置を継続することができる。
（報告及び調査）

第13条　町長は、対象事業所等に対し、当該指定に係る事業所等の立地、雇用状況その他について報告を求め、立入り等の調査を行うことができる。

２　対象事業所等は、前項の規定により報告及び立入り等の調査を請求されたときは、合理的な理由がある場合を除いてその請求に応じなければならない。

（委任）
第14条　この条例の施行に関し必要な事項は、別に規則で定める。

附　則
（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
（丹波町企業立地促進条例の廃止）

２　丹波町企業立地促進条例（昭和60年丹波町条例第13号）は、廃止する。

